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介護予防訪問事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 介護支援課

会計 小事大事
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目項

03 01 01 03 01

対象

介護予防のための基本チェックリスト回収の結果、通所型介護予防事業に参加することが困
難な二次予防事業対象者を対象として、保健師・看護師等が訪問し相談・指導等を行う。

平成18年度の介護保険法により地域支援事業の介護予防事業に位置付けられた。マンパワー
不足のため実施に至っていなかったが、平成24年度より訪問を実施している。

要支援・要介護状態となることを予防する

主管課長早川　仁高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

名　　称 平成23年度 平成24年度 平成25年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

二次予防事業対象者のう
ち閉じこもり傾向のある
高齢者

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

対象者 0 363 335 人 →→

訪問件数（実）0 294

平成24年度

26,973 2,526,423

0.30

件 →→206

2,561,008

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

784,573 6,690,623 6,221,908

平成24年度より訪問を開始した。二次
予防事業対象者のうち、とくに支援が
必要と思われる「認知・うつ・閉じこ
もり」の項目すべてにチェックの入っ
た者を対象とし、全戸訪問を行った。
訪問終了となった者のうち、問題がな
いとされた者は約9割であり、殆どが実
態把握にとどまった。介護申請や関係
機関など必要な支援につなげた者は約1
割であった。

平成23年度 平成25年度

1.30 1.00

757,600 4,164,200 3,660,900

0.10 0.30

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

支援が必要と思われる市民を早期に発見し、支援に結
び付けられる。また、訪問を通じ、介護予防について
の情報を提供できる。

Ｂ　必要性は変わら
ない

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅲ　要　改　善　（事業は継続するが、更なる改善が必要）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取り組
みの課題

介護予防への取り組みの必要性の認識
がない方がほとんどであり、実態把握
にとどまり、介護予防に向けた支援の
充実は今後の課題となった。

④今後の
改善計画

訪問を通じ、介護予防への取り組みの必
要性を訴え、介護予防に対する意識を高
める。また、必要性が高い方への継続訪
問や関係機関と連携した支援等、実施方
法を検討していく。

①今年度
(H25)の
改善計画

②今年度
(H25)に
実施した
取り組み

訪問を通じ、介護予防への取り組みの必
要性を訴え、介護予防に対しての意識を
高める。また、目的に沿った事業展開が
できるように実施方法を検討していく。

二次予防事業対象者のうちチェックリスト項目
で、「認知、うつ、閉じこもり」の項目の該当
者全戸に訪問し、実態把握した。また、必要者
には地域包括支援センターを紹介し、継続支援
につなげた。


